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林業における作業工程と現状

1

• 林業には、①森林境界の明確化や資源量の把握、②伐倒・造集材等の木材生産や木材の流通・販売、③植栽、下刈り等による森林資源の
再造成といった作業工程が存在。

• 森林情報の把握や森林資源の造成に係る作業の多くは人力が基本であり、多くの労力と費用が必要。木材生産段階の機械化は進みつつあ
るが、チェーンソー伐倒など人による作業が残存。また、木材価格に占める生産・流通コストの割合は依然として高い。

森林資源の造成

下刈り

• 植栽、下刈り等により森林を造成。

苗木の運搬、植付作
業は未だ人力。

夏季の炎天下で作業
は未だ人力。

使う

育てる

収穫する

地拵

主伐

植栽

間伐

植える

木材の流通

• 木材を検収し、本数や丸太材積を把握。

• 山土場や市場での選別等を経て、製
材・合板工場等へ納材。

検収作業 選別・椪積み

検収は手作業で、生
産データは紙ベース
のアナログ管理。

繰り返しの積み卸し、
小ロット運材になりや
すくコスト高。

さらなる効率化が必要

• 利用期にある森林から、立木を伐倒・造
集材。

伐倒作業 集材作業

木材の生産

機械化は進んでいるが、チェーンソー伐倒、荷掛
け作業は、人による作業が残る。

さらなる効率化が必要

未だ多くの作業を人力に依存

森林資源の把握

• 森林境界の明確化、立木本数・蓄積など
の資源量の把握。

境界明確化 森林調査

現地立会が基本であ
り、調整に時間を要
する。

立木を手作業で計測
するため、多くの労
力を要する。

森林情報の把握

• 森林境界の明確化、本数・蓄積などの資
源量の把握。

境界明確化 森林調査

現地立会が基本であ
り、調整に時間を要
する。

立木を手作業で計測
するため、多くの労
力を要する。

未だ多くの作業を人力に依存

森林所有者は一般的に
各作業を林業事業体に委託

下刈

保育

製材・合板

マテリアル利用

バイオマス発電

現在の作業工程
植えてから本格的な利用が可能になるまで50年以上
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林業における各作業工程の課題と対応

• 新技術の活用に向けては、森林情報の把握、木材の生産・流通、森林資源の造成の各段階において課題が存在。

• レーザ計測等による資源情報の高度化とクラウドによる共有を図るとともに、作業の省力化・軽労化のための技術開発や林業機械の自動
化を進め、ＩＣＴ等を利用した生産・物流管理の効率化を図るなど、一体となって「林業イノベーション」を推進。

• ドローンによる苗木等資材の自動運搬

• 地拵・下刈用造林用機械の開発・改良

• 成長に優れたエリートツリー等の導入・普

及

• 人力による苗木運搬や植付、夏季炎天

下での人力による下刈作業

• 収穫後50年以上に及ぶ投資（造林）から

回収（木材生産）までの期間

労働強度の高い作業と長い投資期間

省力化・軽労化のための技術開発

• ＩＣＴやＡＩ等による伐倒・搬出作業の遠隔

操作・自動化機械の開発

危険な伐倒作業と経験に頼った生産
管理

• 人手と時間、経験を要する森林調査

• 現地立会が基本で調整に労力を要

する森林境界調査

労力を要する森林調査と精度の低
い資源情報

境界・資源情報の高度化 ＩＣＴ等を活用した物流コントロール

進まない流通の合理化

• ＡＩ活用を含む情報端末による生産デー

タのデジタル管理、タイムリーな情報収

集と利用

• 適正な在庫管理と効率的な仕分け・ト

ラック配送

• レーザ計測等による詳細な資源情報の

取得

• レーザ計測や空中写真等を活用した境

界確認

• 森林クラウドによる情報の集積、分析利
用

• チェーンソーによる伐倒や重い丸太

をワイヤーで括る危険な人力作業

• 人の経験に頼った生産管理

生産性・安全性向上のための
技術開発

ＩＣＴ等を活用した生産管理

• 手作業による検収、整理に時間のかかる

紙ベースのデータ管理

• 山土場や市場での選別、積み卸しやト

ラックの見込み配車によるコスト高

森林情報の把握 木材の生産 木材の流通 森林資源の造成（再造林）

• レーザ計測データを利用した高精度な伐

採計画の策定やＩＣＴによる生産進捗管理

ICT等を活用した生産・物流の効率化など「林業イノベーション」を推進

課
題

対
応
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現場実装の例と成果①（森林情報の把握）

3

• 林地台帳や森林簿等の森林情報を市町村や林業経営体等の関係者間で効率的に共有するため、都道府県への森林クラウドの導入を促進。

• 加えて、森林蓄積等の資源情報を把握するためには、より高精度のレーザ計測（照射密度４点/㎡）等によるデータの取得・解析が必要。

• スマート林業実践事例におけるICT導入効果を「見える化」し、スマート林業技術体系や利用方法モデルを林業経営者等に提示する必要。

森林情報の把握 木材の生産 木材の流通 森林資源の造成（再造林）

森 林 ク ラ ウ ド

・森林計画図
・路網情報
・森林境界図

・林地台帳情報
・伐採届出情報
・施業履歴

基礎的な森林情報（整備済）

レーザ計測による
森林資源データ

GPS等で境界を
デジタル管理

ドローン

地上レーザ

レーザ計測

16県で
導入

・林業経営体
・市町村共

有

・
利
用

• 市町村や林業経営体等における森林情報の共有を効率的に行うため、既存の
森林GISを活用して、都道府県ごとに標準仕様に基づく森林クラウドを導入。

• 新たに取得したレーザ計測データ等の高精度の情報を、森林クラウドに集積し、
市町村や林業経営体による高度な利用を促進。

レーザ計測による
地形情報の取得

• 球磨中央地区林業活性化協議会（熊本

県）では、航空レーザ計測データや空中

写真等から得られた地形・資源情報を

森林クラウドに集積し、関係者間で共有。

• くま中央森林組合では、森林クラウド

データをタブレット端末により、現場で確

認し、境界確認・現地踏査等に活用。

• 効率的に施業集約化を行い、森林経営

計画を作成。

事例：航空レーザ計測や空中写真の活用によるICT林業の取組

現地踏査等への活用

航空レーザ等による地形・資源情報の取得

施業集約化に活用

※球磨中央地区林業活性化協議会は、熊本県、鹿児島大学、人吉球磨地域の市町村、くま中央森林
組合、素材生産業者、製材工場等により構成。

事例：ICTを活用した路網設計の取組

森林経営管
理制度の推
進にも寄与

• 原木安定供給に向けた木材生産・

流通協議会（愛知県）では、航空

レーザ計測による地形データを活用

し、路網設計を自動的に行うソフトを

導入。

• 林道の予備設計に係るコストが従来

と比べ22%削減。

Before

費用削減22%

現地確認
After

効果

0

2

4

従来方法 ICT活用後

（千円／m）

設計支援ソフト活用

令和元年度スマート林業構築普及展開事業報告書（林野庁）

(2019年度末)

2021年度末までに全都道府県の導入を目標 36



（参考）森林経営管理制度について

4

• 経営管理が行われていない森林について、市町村が森林所有者の委託を受け経営管理することや、林業経営者に再委託することにより、
林業経営の効率化と森林の管理の適正化を促進。

• これらの取組を進めるにあたっては、各種森林情報が不可欠。森林情報の把握・集約化の取組により当該情報の効率的かつ正確な把握が
図られることで、森林経営管理制度の円滑な運用に貢献。

経営管理実施権

市町村の委託を受けて伐採等を実施するために民間事
業者に設定される、経営管理権に基づく権利

経営管理権

森林所有者の委託を受けて伐採等を実施
するために市町村に設定される権利

森

林

所

有

者

林

業

経

営

者

○ 林業経営者に林業経営
を再委託市

町

村

経営管理実施権
配分計画

林業経営に適した森林

経営管理権の設定
（意向・申出）

経営管理実施権
の設定を希望す
る民間事業者を
公募・公表

都
道
府
県

公表

公募

経営管理権
集積計画

○ 市町村による間伐等の実施
（市町村森林経営管理事業）

自然的条件に照らして
林業経営に適さない森林意向調査

市町村は、林地台帳の情
報等をもとに森林所有者
に所有森林の経営管理に
関する意向を確認

市町村は、森林の経営管理の委託を
受ける際、森林境界の確認等を実施

林業経営者は、資源量や地形等の森林
情報をもとに効率的な施業等を実施
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現場実装の例と成果②（木材の生産）

5

• 生産段階における生産性や安全性の向上のためには、引き続き、伐倒・集材・搬出など各作業工程の機械化を図りつつ、カメラ画像やＡ
Ｉ、センシング技術等を駆使した機械の遠隔操作や自動化を進め、人員配置の効率化や無人化を目指すことが重要。

• 引き続き、現場のニーズを踏まえつつ、より操作性や作業能力が優れた機械の開発に取り組む予定。

森林情報の把握 木材の生産 木材の流通 森林資源の造成（再造林）

搬出作業
遠隔操作用モニ
ター付きリモコン

■ 機械の遠隔操作・自動化による生産性・安全性の向上

・作業者は安全な場所から、手元のモニターで車両に搭載したカメラの映像を見なが
ら、リモコン操作で車両の走行、伐倒、搬出、集材作業を行うことが可能。

・車両グラップルが立木を掴んだ後、伐倒するまでは機械が自動で作業。

・車両の走行速度にシンクロする補助ウィンチを装備しており、このワイヤーに補助さ
れた車両は、傾斜40°の林内でも、安定走行や作業することが可能。

近接作業

遠隔作業化

遠隔作業

現状 将来像

自動化（荷掛け・集材）

近接作業

現状 将来像

• 各工程の機械化を図るとともに、カメラやＡＩ等を駆使した機械の遠隔操作や自動化を進めることで、生産性の向上に寄与。
• 同時に、重量物を扱う危険作業から労働者を遠ざけることで、労働災害が多く発生している伐倒、集材作業の安全性の確保、軽労化に寄与。

・カメラ映像を見ながら、安全な場所からリモコンでの遠隔操作が可能。

・AIが集材木を認識して自動で荷掴みを行うとともに、油圧式集材機のワイヤロープの
繰り出し・巻き取りもAIが制御することで、自動での搬出・荷下ろしが可能。

・搬器の走行やグラップルの上下運動から発電した電力を機械制御に利用。

グラップルに搭載したカメラの映像
リモコンにより油圧式集材機とグ
ラップルを操作

開発中（2022年度中の製品化目標)

現在開発中であり、引き続き技術の確立に向けた取組が必要 自動化のための技術の確立に向けた取組が必要

遠隔作業

ＡＩによる自動化

安全性の
向上

自動化により
人員２名減

事例：自動架線集材機による集材事例：リモコン式伐倒作業車による伐採

開発中
（2021年度中の製品化目標）

開発中
（2022年度中の製品化目標)
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森林情報の把握 木材の生産 森林資源の造成（再造林）

■ ICT等を活用した生産管理

• レーザ計測データや情報端末を活用した木材検収ソフト等による生産
管理システムの標準化に取組中。（2021年度末までに標準仕様書の
作成を目標）

山土場

伐採計画等の
作成

ICT等を利用した
生産管理システム

現場管理情報

出材情報

航空レーザ

日報管理ソフト

木材検収ソフト

• 木材生産の現場においては、販売に有利となるロットの拡大や安定供給を進める上で、デジタル化の遅れやコーディネーターの確保に課
題。

• このため、ＩＣＴやＡＩ技術も活用しつつ、現場での効率化の取組を進めるとともに、各工程間での情報共有を図ることが必要。

事例：ＩＣＴ等を活用した生産・流通管理の取組

• 長野県北信州森林組合等では、スマート林業の実現に向け、ＩＣＴ等の先端技術を活用した

施業集約化の効率化・省力化等の実践的取組を実施中。

• 日報管理ソフトを活用し、現場と事務所間をリアルタイムでつなぐことにより、作業員は当日

の計画や作業指示を現場で確認し施業。勤務日報は端末に入力することで事務所に送信

され、翌日以降の作業に反映させるなど効率的な現場管理を実施（テスト運用開始）。

• 北信木材センターは、長野森林組合他２事業体が木材検収ソフトによって算定した出材情

報をオンラインで結び木材生産量を集約するとともに、需給マッチングによる直送（配車調

整）を推進。将来的には需給マッチングのオンライン化を検討。

長野森林組合

北信州森林組合

栄村森林組合
直送

北信木材センター

直送 Ａ社

Ｂ社

出材量管理
出荷指示等

需要情報出材情報

需給マッチングシステムの概要

▲約15,300千円/年（中間荷卸し等経費）
約 6,200千円/年（システム構築・運用経費）

※北信地域の生産量14,000m3を対象

需給マッチングシステムにより木材を直送し、
年間約9,100千円の経費を縮減※

6

現場実装の例と成果②（木材の生産・木材の流通）

令和元年度スマート林業構築普及展開事業（林野庁）
平成28年度農林水産業みらいプロジェクト助成事業（農林中央金庫）

木材の流通
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森林情報の把握 木材の流通 森林資源の造成（再造林）

現場実装の例と成果③（木材の流通）

7

• 従来の木材の流通は、小規模・多段階で非効率的。

• 流通全体の効率化を図るためには、川上から川下に至る各事業者が連携して、実需者のニーズに応じたマーケットインの発想による安定
的な供給体制を構築していくことが重要。

• 今後、SCM推進フォーラム設置やICTの活用を全国へ普及展開していく必要。

事例：需給情報の共有による効率的なサプライチェーンの構築にむけた取組

• 茨城県SCMは、一般材を活用する接着重ね（ＢＰ）材の工場を新設し（Ｒ元年11月稼働）、

川上・川中の事業者と密に連携し、BP材製造に適した原木・製材品の供給体制を整備。

木材の生産

素材生産
事業者A

素材生産
事業者B

・・・

素材生産業者の連携・共同化

工務店／ハウスメーカー／ゼネコン

製材工場等
（構造材）

製材工場等
（羽柄材）

※部材毎の製材所等の連携

プレカット業者／流通業者

生産者・原木生産量、
場所など

受注戸数、
床面積

SCM推進フォーラム
（R2現在全国12箇所）

原木需要量、
製品供給量

（寸法・強度など）

材寸・数量

（JAS無垢・集成材・合板）

原木市場

製品市場

・・・

直
送

直
送

事業者登
録・検索

掲示板

買いたい・
売りたい

メッセージ

取引の希
望を連絡

コーディネーター

ＩＣＴの活用

■ 需給情報の共有による効率的なサプライチェーンの構築
・川上から川下に至る各事業者が参画するサプライチェーンマネジメント（SCM)推進
フォーラムを設置し、マッチングを促進するとともに、ICTを活用した情報共有により、
効率的なサプライチェーンを構築

開発中

BP材（製材を接着した
大断面の構造用材）

中大規模建築に利用

• 県内外の需要開拓に取組み、ＢＰ

材を使った新たな中大規模建築物

向けの木材の受注を獲得。これま

でに役場庁舎（床面積約5千㎡）、

幼稚園（同約1千㎡）を成約。

佐伯広域森林組合の土場 合板のプレカット加工機

• コーディネーターが関係者間の情報共有・調整（木材調達の調整、仕様・納期等
の情報共有）を行い、効率的な流通体制の構築にむけて取組を実施

• 将来的にはＩＣＴを活用した取組も実施予定

• 大分県SCMは、プレカット工場を新設し（R２年３月）、これまで県外でプレカット加工され
ていた住宅部材の一部を県内で加工することにより、輸送コストを4,000円/㎥から2,000
円/㎥まで削減できる体制の構築を目指す。
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（参考）森林組合の経営基盤の強化（森林組合法改正）

8

• 地域の林業経営の担い手である森林組合は、木材の販売等の強化等を図るため、系統自らの将来の姿についてビジョンを持った上で、事
業を通じた山元への一層の利益還元を進める必要。

• このため、改正森林組合法により、森林組合系統における事業ごとの連携強化が可能となるような枠組みを選択肢として用意。

• 森林組合系統における事業ごとの連携強化を図り、原木の安定供給や販路の開拓、需要先の拡大につなげることで、木材の生産・流通の
発展に期待。

森林所有者である個人と同一の世帯に属する者のうち当
該個人から指定を受けた一人については正組合員となる
ことができる旨の規定について、「同一の世帯に属する者」
を「推定相続人」に改めるとともに、指定を受けることがで
きる人数の上限を設けないこととする。

（１） 森林組合及び森林組合連合会の主要事業である販売
事業等を譲渡するには総会の決議又は特別決議を経る
必要がある旨を規定する。

（２） 森林組合又は森林組合連合会がその事業を分割して
他の森林組合又は森林組合連合会に承継させることを可
能とする、吸収分割の制度を導入する。

（３） ２以上の森林組合又は森林組合連合会がそれぞれの
事業を分割して新たに設立する森林組合連合会に承継さ
せることを可能とする、新設分割の制度を導入する。

法律の概要

２．正組合員資格の拡大１．組合間の多様な連携手法の導入

（１） 販売事業を実施する森林組合及び森林組合連合

会に対し、販売事業等又は法人の経営に関し実践的

な能力を有する理事を一名以上配置することを義務

付ける。

（２） 理事の年齢・性別に著しい偏りが生じないよう配慮

すべき旨の規定を追加する。

（３） 森林組合及び森林組合連合会が事業を行うに当

たっては、「森林の有する公益的機能の維持増進を

図りつつ、林業所得の増大に最大限の配慮をしなけ

ればならない」旨を明記する。

３．事業の執行体制の強化

分割手法の活用イメージ
（複数の県森連が新設分割を行う場合）
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現場実装の例と成果④（森林資源の造成（再造林））

9

• 造成段階における生産性や労働性の向上のためには、引き続き、植栽・下刈りなど各作業工程の機械化を図りつつ、カメラ画像やＡＩ、
センシング技術等を駆使した機械の遠隔操作や自動化を進め、労働強度の軽減や人員配置の効率化を目指すことが重要。

• 引き続き、現場のニーズを踏まえつつ、より操作性や作業能力が優れた機械の開発に取り組む予定。

森林情報の把握 木材の生産 木材の流通 森林資源の造成（再造林）

■ 過酷な人力作業の機械化による生産性・労働性の向上
• 未だ人力に頼る部分が大きい造林作業について、各工程の機械化により省力化・軽労化を図るとともに、コストを削減。
• 特に、夏場の過酷な下刈り作業から、作業員を解放できることから、労働環境の大幅な改善に寄与。

機械化

炎天下での
人力作業

人力運搬・植栽

現状
（植栽）

現状
（下刈）

将来像

・１台のベースマシンで複数の造林作業に対応。

・下刈用アタッチメントは、笹・雑草の刈り払いに加え、走行の支障となる伐根も粉砕。。

・傾斜のある森林内でも走行可能。車両底部の高さを確保し、足場が悪い現場にも対応。

・植栽用穿孔アタッチメントについても、傾斜地でも鉛直方向に穿孔可能となるよう開発中。

傾斜地での下刈り作業 遠隔操作での下刈り作業

・苗や獣害ネット等の造林資材を運搬するための大型ドローンを開発。
・最大１５ｋｇの重量物の運搬が可能（ある機種における例）。

機械作業

ドローンによる苗の運搬
伐根の粉砕従来品種 エリートツリー

早生樹やエリートツリーの活用

下刈回数低減（５回→１回）
※イメージ

運搬効率６倍
※一例

作業効率３倍
※一例

事例：ドローンを利用した植栽（苗木運搬）

将来像

ドローン運搬

事例：造林・保育作業の機械化

開発中の機能も含め、引き続き現場のニーズを踏まえた開発・改良が必要

収穫期間短縮（50年→30年）

開発中（2021年度中の製品化目標)
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スマ ー ト技術の現場実装に向けて（集約化による事業規模の確保）

・集約化により事業規模を確保するためには、所有者の所在把握が困難な森林、所有界が不明な森林等への対応が課題。

・地籍調査等を効率的に行うため、航空レ ーザ計測等による高精度な地形· 資源デー タの整備の加速化が必要。

● 経営集積・集約化の流れ

■林業経営体

①所有者の把握 ②所有界の把握 ③資源情報の把握 森林経営委託契約

林地・立木の売買契約

林業経営体に再委託

林集経営に遍した森林

集積・集約化された
森林を対象に森林経
営計画を作成

2019年末約500万ha

（全国民有林の3割）

経営管理権の設定 市町村による間伐等の実施

● 促進策
� 

所有者、所有界、資源情報を

効率的に把握可能

↓ J(椰道府県）森林クラウド

16累で高ijJ

1夕

基礎的な森林情囀l

導入 •森林資瀧情輯
• 森林計画図

(2019年度末） ．路網情報（林道等）
•森林境界図等

2021 年度末までに全椰道府県の導入を目欄

”
ド

ー クラウド上で森林情輯

�軍］
市町村 l 林集経営体

・林地台帳（所賓者・所賓界情輯） ・施業履歴
．伐採届出情報 ・路網情報（作業道）

I l 

� 

● 課題

①所宥者が不明

・登記簿情報で所有者の所在
が確認できない割合

I 2全2.体2% 1 四
林地 I

纂lこ鵬する●査）

② 所賓界が不明
• 林地での地籍調査に遅れ

遣
ヽ
捗- 寧ヽ

0 .. IO . . 25. .. 
非 宅地 54 
o · ●田袖 U 

I" 合�- I 5; I 
資料： II:!: 交逼雀Ot30年賓全11における絶纏調査の遍捗亭

③ 糖い資源情轍

・クラウドに搭載している現有
デー タは現地調査なしに施業
提案ができるようなレペルで
はない。

● 対応方向

森林経営管理制度の特例
・所有者不明でも公告等一定

の手綬により権利の設定が
可能

国土謂査法等の改正
• 国土調査法の改正 (2020. 3)

等により、リモー トセンシン
グデー タを活用し、 現地立会
や測量作業が効率化が可能

冨□

8データが必要

レーザ計測等による I I 航空レーザ計測・解析

情織高度化 H • 纏の加
遍

化が必蔓

・積極的な自治体等が取り組み （参肴）航空レ ー ザ
・単木的な情報も把握可能 計測単価 約2,000円/ha

傾析単価 約1,500円/ha
・現状は民有林面積の約3割で

計測が行われ 、 解析が行われ • CO2吸収量の高精度・
たものは約1割 効率的な測定にも宥効 0
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スマ ー ト技術の現場実装に向けて（技術開発・人材育成）

・スマー ト技術を普及するためには、求められる技術について適切かつスピーディに開発・実装することのみならず、技術を使用する側である経営者・
現場作業員双方の理解や活用能力についても高める必要。

技術面の課題

·!CTやAl等の先端技術を活用し、現場が求める技術について、迅速に開発して実装に結び
つける必要。

人材面の課題

・林業関係者がスマート技術に触れる機会が乏しい状況。
・現役の作業者のみならず、経営層や将来の人材についても、ス
マート技術に触れ、理解や知識を深めていく必要。

・産学官の様々な知見者からなるプラットフォーム
を2021年度から林野庁に設置。林業以外の異
分野における技術知見を取り込むことで開発を
加速化。さらに、実装ステージヘの移行を進め
るための支援について検討。

<Mori-Hub> 

Ei
』

・異分野の知見を導入すること等によ
り自動化機械の開発を加速化、早
期の実装を実現。
(Mori-Hubにて取組(2021年度～））

・現場の声を開発にフィードバックし、
使ってもらいやすい機能を有した機
械の開発に還元。

新技術の開発、実証、普及に必要かつ的確な
施策の立案・実行とその加速化 ［ 異分野霞閃:�岱の声を ］ 

● ICTリテラシーの向上

・現場ニーズを踏まえた新技術の実装を促進するため、!CTベン
ダー、林業従事者等によるマッチングミーティングや、林業機械
化展を実施中。

・林業普及指導員を対象とした研修に、!CTスキル向上のための
カリキュラムを追加予定(2021年度）。

•今後、ICTを活用した経営能力の 向上に向けた人材育成方策を
検討。

「
ー

経営者・現場作業員双方のICTリテラシーを向上

●スマー ト林業教育

・林業高校が地域の林業関係者と連動してスマー ト林業を学び、
現場で実践する活動を推進中。

・スマー ト林業の事例集や教育コンテンツを作成し、林業高校や
林業大学校に提供予定(2022年度）。

・林業高校や林業大学校の教員の!CTスキル向上に資する研修
を実施予定(2022年度）。

［ 教育者・将来の就業者のICTリテラシーを向上

スマー ト技術（林業イノベーション）を早期に現場へ実装

1

4

11
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12

• 林業機械の自動化・遠隔化の実現には、森林内における長距離・大容量の無線通信技術や、機械等の正確な位置の把握技術の確立が必要。

• 一方、地形が複雑で起伏の多い日本の森林では、長距離・大容量の無線通信の導入に技術面での障壁が存在。

• 将来的には、リアルタイムでのデータ連携や機械の長距離遠隔操作等を実現するため、必要な通信方式の実証等を進めていく必要。

Wi-Fi 6、Wi-Fi
HaLowで、ドローンでの映
像中継による境界明確化作
業を実証中。森林内通信を活用した将来像

森林内通信の取組状況

・現場の機械の映像を送信し、モニターを通して複数
の機械を操作することで、作業の安全性・効率性を
向上。

・現場の映像を長距離伝送し、森林調査や境界明確
化作業を効率化・省力化。

・作業者間で作業状況や位置情報をリアルタイムで共
有し、木材生産作業を効率化。

・需給情報や生産情報の即時共有を行い、生産管理
を効率化。

森林内通信環境の改善に向けた対応方向

情報共有

通信距離の拡大とデータ量の向上等により、
遠隔・自動・リアルタイムによる木材生産を実現

●大容量かつ長距離伝送が可能な通信方式の検討

・大容量かつ長距離の通信方式について、技術的課題の他に導
入・運用コストも含めた検証が必要。

・林業の作業では一時的な利用にとどまるため、サテライト方式
（移動式）の中継器の利用も検討。

・森林内における衛星通信の活用について、同様に検証が必要。

スマート技術の現場実装に向けて（森林内における通信等）

事例：久万高原町における取組

LPWA中継機

LPWA子機（左）スマー

トフォン（右）を連携さ
せ、専用アプリによる
文字のやり取りも可能

● 遠隔化・自動化等による効率的な木材生産の実現

愛媛県久万高原町では、LPWA
により林業での災害発生時に位
置情報も含めて救助要請が可能
なシステムを実証中。

ソーラー
パネル

バッテリー

中継委

●測位衛星等を利用した自己位置把握方法の検討
・森林内におけるGNSSによる位置情報を利用した林業機械の
自律走行制御について、検証が必要。

・その他の方式（レーザ光やカメラなど）についても同様。

森林内自己位置把握の改善に向けた対応方向

・日本の厳しい地形条件等に起因する３K林業の安
全対策の向上を図るため、データ量が小さいもの
の減衰が起こりにくく、設置に関して自由度の高
いLPWAによる無線通信の開発・実証などを中心
に対応中。

【技術面での障壁】

日本の森林における大容量かつ長距離伝送が可能
な通信方式の導入にあたっては、以下の技術的障壁
が存在。
・公共通信網が十分整備されていない
・地形が複雑で起伏が多いこと等から電波が減衰し
やすい

● 緊急性が高く安全確保上必要な通信手段の
確保

遠隔操作による現場内での連携作業

自動化機械の遠隔監視
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現場実装の成果を踏まえた今後の取組

13

• 令和元年12月に公表した「林業イノベーション実装プログラム」に基づき、デジタルデータ・ＩＣＴ等を駆使した林業、安全で高効率な
自動化機械等による林業の実現に向けた取組を推進中。

• これまでの取組も踏まえ、さらなる林業・木材産業の成長産業化に向け、以下について取り組む。

森林情報の把握 木材の生産 木材の流通 森林資源の造成（再造林）

・引き続き研究・開発を要する技術が
存在

・ＡＩ等の異分野技術の活用促進が必
要

・現場のニーズを幅広く吸い上げ、開
発に繋げる仕組みの強化が必要

・産学官の様々な知見者からなるプ
ラットフォームを設立し、技術開発・
実装等の検討、指導、助言、検証
といったPDCAプロセスを加速化

新たな技術の開発

今後の取組

効率的なサプライチェーンの構築

・需給マッチングを目的とした「SCM推
進フォーラム」を全国12カ所に設置
済

・マッチングの調整を担う木材コーディ
ネーターの育成が引き続き必要

・木材SCM支援システム「もりんく」を
開発中

・SCM推進フォーラムの自立的発展

のあり方を検討するとともに、取組
の効果を他地域へ波及

・ICTを活用した需給情報の共有を拡
大

今後の取組

もりんくのイメージ画像

木材コーディネーター研修

ICT等を活用した生産管理情報の高度利用

・ＩＣＴ等を活用したスマート林
業の実証と全国への普及が
必要

・ＩＣＴ等活用技術の現地実証

・スマート林業の導入効果（生
産性、採算性等）を検証し、
スマート林業導入マニュアル
を作成・普及

・ＩＣＴ生産管理システム標準仕
様の作成

今後の取組

スマート林業導入
マニュアルの作成

ICT生産管理システム
標準仕様の作成

・都道府県、市町村、林業経営
体等が個々に管理する森林
情報を効果的に共有する必
要

・デジタル化された林地台帳・
境界情報、衛星画像・レーザ
計測・ドローン等センシング技
術による資源情報の整備・利
用を推進

・標準仕様に準拠した森林クラ
ウドの導入支援

今後の取組

森林クラウドの導入

センシング技術による森林情報の高度化
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林業の各作業（伐採・集材・運材、造林作業）の遠隔操作・自動化 ⇨ 産学官が連携して新技術を改良・開発

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

技
術
開
発

実
証
・
普
及

林業現場の
課題を踏まえた技

術開発

新技術を
知る

新技術を
試す

新技術を
導入する

スマート林業等の実践例のリスト化、教職員への研修等により、林業大学校(18校)や
林業高校(72校)におけるスマート林業等のカリキュラム化を促進

林野庁HPに新技術に関する情報サイトの開設、林業経営体と企業・研究機関を対象とした全国及びブロック
別の説明会・ﾏｯﾁﾝｸ゙ ﾐー ﾃｨﾝｸ゙ を開催

・林業普及指導員（約1,300人）への研修等によりスマート林業等に関する知識を集積
・林業普及指導員によるスマート林業等の林業現場への導入を推進

ＩＣＴを活用したスマート林業、センシング技術等を活用した低コスト造林を各地で実践
国有林のフィールドも活かしつつ、施業の効率化等を実現するための技術を実証

スマート林業技術体系や
利用方法モデルを提示

個別の実践事例における成果を技術面・経済面から
分析・整理し、ICT導入効果を「見える化」して普及

林業の全作業について遠
隔操作・自動化を図る機
械を開発

スマート林業や
低コスト造林を
全都道府県で
モデル的に導入

2028年度

国
産
材
供
給
量
２
千
８
百
万
㎥
／
林
業
全
体
の
付
加
価
値
生
産
額
５
千
億
円

全都道府県で普及指導
員がスマート林業等の相
談に対応

ドローン・ＧＰＳによる苗木運搬システムの開発

早生樹の優良系統選抜

早生樹等に関する施業体系の構築・マニュアル化

優良な系統の採種園・採穂園の造成を拡大

伐採作業を遠隔操作
で行う林業機械の開発 機械の実用化

伐採作業を自動で行う林業機械の開発 機械の実用化

※ 安全上の課題解決が必要な自動化機械の実用化に合わせ、安全性ガイドラインについて検討・策定
技術の実用化

早生樹優良林分の
指定を開始

母樹林からの
種穂の採種開始 早生樹の優良な種穂による苗木生産を拡大

施業体系を普及・定着

早生樹等の種穂の全国
的な供給体制の整備

都道府県単位での説明会・
マッチングﾐー ﾃｨﾝｸ゙の開催を推進

全林業大学校でスマート林業
をカリキュラム化

各事例の成果を
総括しとりまとめ

全都道府県で説明会・ﾏｯﾁﾝｸ゙ ﾐー
ﾃｨﾝｸ゙ を開催

デジタル化された林地台帳・境界情報、衛星画像・レーザ計測・ドローン等センシング技術による
資源情報の整備・利用を推進

デ
ー
タ
環
境
整
備

情報・データ
システムの
基盤整備

標準仕様に準拠した森林クラウドを全都道府県に導入

森林クラウドと整合したＩＣＴ生産管理システム
標準仕様の作成

全都道府県で森林ク
ラウドと連携したＩＣ
Ｔ生産管理システムを
モデル的に導入

標準仕様に準拠した森林クラウド情報の他の都道府県や事業者の利用促進

標準仕様に準拠したICT生産管理システム導入を促進

建
築
用
材
の

国
産
材
割
合

６
割
超

効率的な
サプライチェーンの

構築

需給情報の共有のための新たな技術の活用（データベース整備等による情報共有化）

簡素で効率的な先導的サプライチェーン
の構築/コーディネーターの育成

簡素で効率的なサプライチェーン構築の全国展開
コーディネーターの活動支援

簡素で効率的なサプライ
チェーンを全国に展開

データベース整備等により
需給情報共有を促進

林業・木材産業の成長産業化に向けた取組目標

デ
ジ
タ
ル
管
理
・
Ｉ
Ｃ
Ｔ
に
よ
る
林
業

ほ
ぼ
全
て
の

ス
マ
ー
ト
林
業

安
全
で
高
効
率
な
自
動
化
機
械
に
よ
る
林
業

を

意
欲
と
能
力
の
あ
る

低
コ
ス
ト
造
林
や
収
穫
サ
イ
ク
ル
が
短
い
林
業

林
業
経
営
者
に
定
着

14

AI等を利用した遠隔操作式・自動の架線集材機械や伐倒林業機械を開発中。また、遠隔操作式の小型造林作業機械を開発中。

国内各地のコウヨウザン林分から優良系統を選抜済み。施業体系の構築・マニュアル化に向け、育苗技術、低コスト保育技術等の開発を実施中。

森林クラウドを24県で導入見込（2020年度末）。ＩＣＴ生産管理システム標準仕様作成のための技術委員会を設置し、仕様書（案）を作成中。

スマート林業のカリキュラム化に向けた調査を実施中。スマート林業の実践的取組に係る成果説明会、林業経営体やＩＣＴベンダー等によるマッチングミーティングを開催。

低コスト化を図るための地域の実状に応じた実証的造林や、森林施業へのリモートセンシング技術等の導入実証及びリモートセンシング技術の林業事
業体向け研修を実施。

林業普及指導事業交付金のメニューに「新たな林業技術等の普及」を追加し、林業普及指導員によるスマート林業等の普及の取組を強化を実施。

2021.2

サプライチェーンマネジメント推進フォーラムを全国12箇所に設置。またICTを活用した需給情報の共有システムを開発中。
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林業イノベーションによる作業オペレーションの将来像

15

森 林 ク ラ ウ ド

ICTやAI等による作業の自動化・無人化
自動選木・自動伐採・自動荷掛・自動集材・自動品質区分・自動積込

現地状況の把握・分析・判断・指示をワンオペで

遠隔操作により
自動で選木・伐採

得られたデータを活用し、運
材を効率化

クラウドに資源情報等を集
積、生産管理システムに活用
森林現況・林地台帳・衛星画
像・計測情報・育林情報・収穫

予想・市況・需要予測等
現地情報をビッグデータとして集
積し“伐って、使って、植える”

作業に活用

AI制御の電動ロージンググラップルにより
路網インフラ低位な奥地でも効率集材

GPS等により自動
走行・自動荷下し

販 売運 搬伐 採境界情報の把握 集 材

直送

状況に応じて
機械力を活用

ドローンによる
苗木運搬

人力が基本である
下刈りを機械化

ICT活用で遠隔で
捕獲状況を把握

リモートセンシング技術による
間伐優先度の把握や間伐適期の判断

地 拵 え 調 査獣害防止植 栽 つる切 ・ 除 伐 ・ 間 伐 等下 刈

エリートツリー等
の活用

等の導入により徹底した自動化を追求することで、生産効率の劇的な向上と労働災害の根絶を実現

生 産 管 理 シ ス テ ム

デジタル森林情報の整備・活用

様々なデータを
集積・分析・活用

森林GIS・クラウド

人員・機械配置
現場進捗管理 ・基礎的な森林情報

・森林境界データ
・レーザ計測データ
・運材業者、納材先

・生産量予測
・工程・進捗管理
・日報管理
・事業別損益計算
・売上・経費情報管理

〇森林情報・業務情報 〇各種機能

運材計画

生産管理システム
通信による
安全管理

)))

資源情報の把握

航空レーザー計測やドローン
による資源情報の把握

レーザー計測・デジタル管理に
よる境界の明確化

生産計画の作成

出材情報

取得した森林情報を高度に
利用するために、森林クラウ

ドへ情報を集積

センシング技術の
飛躍的な向上

詳細な資源情報の把握

生産管理システム

苗木生産

用土を用いず発根させる
挿し木苗生産技術

捕獲

都道府県等 林業経営体

無人ヘリ等
による集材

日常的な管理・点検業務にドローンを活用

樹冠疎密度分布図
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